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公共埼第１３１－１号  

令 和 ６ 年 ６ 月 ３ 日  

 

各所属所長 様 

（市町村立学校、県立大学） 

 

公立学校共済組合埼玉支部長  

 

令和６年度における組合員証等の検認について（通知） 

 

組合員情報及び被扶養者の資格の適否を確認するため、地方公務員等共済組合法施行

規程第９７条の規定に基づき、組合員証、組合員被扶養者証及び高齢受給者証（以下「組

合員証等」という。）の検認を実施しますので、下記により取扱い願います。 

 

記 

 

１ 昨年度との変更点 

（１） 情報連携による所得証明書の取得に係る同意書の提出期限について 

    提出期限は検認関係書類の提出期限と同日とします。（令和6年9月6日（金）） 
 

（２） 「添付書類送付票」の追加について 

チェックリストを兼ねた「添付書類送付票」を必要書類に追加しました。 
 

（３） 検認関係様式の公開について 

今回の検認から、本通知に記載されている各様式を公立学校共済組合埼玉支部

のサイトに掲載しましたので、ご活用ください。 

https://www.kouritu.or.jp/saitama/about/yousiki/index.html 

 
 

２ 検認の対象者及び対象期間 

（１） 対象者  

組合員及び被扶養者（令和６年６月１日現在資格を有する者） 
 

（２） 対象期間  

令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで 

 
 

３ 確認書類の提出期限及び検認の手順等 
 

（１） 確認書類の提出期限 

令和６年９月６日（金）必着 

※ 令和６年９月末日までに検認の審査が終了していない場合、令和５年１月

以降の組合員証・被扶養者証等を無効とし、回収させていただく場合があ

ります（地方公務員等共済組合法施行規程第97条第4項）。 
 

 （２） 提出書類について 

「４ー１ 提出書類（全所属が提出するもの）」および「４－２ 提出書類（対

象者がいる場合のみ提出するもの）」をご参照ください。 
 

（３） 検認結果等の連絡について 

提出された書類に不足等がある場合は「検認事務不足書類等連絡票」を随時送

付しますので、速やかに必要書類を提出してください。 

検認が完了した場合は、令和６年１０月以降に「検認完了通知」を送付します。 

https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi1.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/about/yousiki/index.html
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４ー１ 提出書類（全所属が提出するもの） 

（１）所属所別組合員等一覧表（福利課控え） 
 

一覧表は、令和６年５月２３日（木）までに福利課で受理及び登録した申告内容

に基づき作成しています。「福利課控え」と「所属所控え」の計２部送付されます

ので、記載内容を確認後、「福利課控え」右上の「事務担当者確認日」欄に確認し

た日を記入の上、提出してください。 

主な確認項目等は以下のとおりです。資料１「所属所別組合員等一覧表の確認に

当たっての注意事項」（Ｐ６）もご参照いただき、確認及び追記をお願いします。

照合の結果、登録内容の訂正を要する場合は、「共済組合員・被扶養者申告書（以

下「様式第１号」という。）」により速やかに所定の手続を行ってください。 
 

 (a) 扶養手当について 

扶養手当の事後確認が終了し、扶養手当上の扶養親族として確認できた場

合は、備考欄の扶養手当は「有」に○を付けてください。扶養手当上の扶

養親族でない場合は、備考欄の扶養手当は「無」に○を付けてください。 

    (b) 住所について 

同居から別居、別居から同居など、実際の住所と一覧表上の住所が一致し

ていない場合は、一覧表を修正の上、様式第１号を提出してください。 

 ※ 住所は住民票上の住所が記載されています。 

    (c) 令和６年度中に６５歳になる被扶養者について 

「所属所別組合員等一覧表」の６５歳到達欄に「＊」を表示しています。

資料４（Ｐ１２）を６５歳に到達する被扶養者がいる組合員に配付してく

ださい。詳細は「６ ６５歳を迎える被扶養者の収入確認について」を参

照してください。 
 

４ー２ 提出書類（対象者がいる場合のみ提出するもの） 
 

普通認定（扶養手当上の扶養親族である被扶養者）の場合 

令和６年６月１日現在、扶養手当の扶養親族として認定されている被扶養者につ

いての取り扱いは、次のとおりです。 

対象者 確認書類 

下記以外の被扶養者 
扶養手当の事後確認が完了している場合、提

出する書類はありません。 

市町村費支弁職員の被扶養者 

（さいたま市立学校 

川越市立川越高等学校を除く） 

別紙６ 市区町村長等が発行した扶養手当支

給証明書（Ｐ２６） 

 

なお、今年度再任用１年目の職員の被扶養者や、昨年度末に２２歳で扶養手当の

要件を喪失した被扶養者については、こちらではなく特別認定に該当しますので、

特別認定の欄をご覧ください。 

 

特別認定（扶養手当上の扶養親族でない被扶養者）の場合 

・ 普通認定以外の被扶養者の提出書類は（１）必須書類（２）被扶養者の続柄に

よる書類、（３）別居の被扶養者の書類の３種類に分かれます。（１）（２）は

必須、（３）は該当する場合のみ必要です。 

・ 提出の際は、確認書類の右上（余白）に、所属所コードと組合員番号の電算用

ゴム印を押印してください。 
 

https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou1.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou1.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/fuyoshinkokuform.xlsx
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/fuyoshinkokuform.xlsx
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou4.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi6.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi6.PDF
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（１） 必須書類【特別認定の対象者全員分提出】 

ア 別紙１ 添付書類送付票 

被扶養者ごとに、Ｐ１３に必要事項を記入し該当部分に✓を入れて、本書

類を一番上にして提出してください。※普通認定の場合には添付不要です。 
 

イ 別紙２ 扶養事実届（検認用）（記入例：①長男、②母、③長女） 

Ｐ１４について、記入例を参考に記入してください。 
 

ウ 被扶養者の所得に関する証明書 

（ア）必須書類と（イ）所得に応じて必要な書類に分かれます。資料２「所得

に関する証明書類について」のＰ７「１ 被扶養者の所得に関する証明書」

をご参照いただき、被扶養者の状況に応じた書類を提出してください。 
 

（２） 続柄による書類【特別認定の対象者全員分確認】 

下表の被扶養者の続柄ア～ウに応じた書類が必要となります。 
 

被扶養者の続柄 確認書類 

ア 配偶者 なし 

イ 子、孫、兄弟姉妹、 

父母、祖父母 
（ア） 通常の扶養義務者の所得に関する証明書 

ウ その他３親等内 

親族（義父母等） 

（ア） 通常の扶養義務者の所得に関する証明書 

（イ） 住民票の写し ※コピー可 
 

（ア） 通常の扶養義務者の所得に関する証明書（上記イ、ウに該当するとき） 

(a) 通常の扶養義務者とは 

・通常の扶養義務者とは、民法上第一扶養義務を負う者、又は共同扶養に

おける他の扶養義務者のことを言います。収入比較のため、下記に該当

する者の収入を証明する書類が必要です。 

被扶養者 通常の扶養義務者 

子 組合員及びその配偶者 

実父（母） 実母（実父）（組合員の配偶者は該当しません。） 

義父（母） 義母（義父）及び組合員の配偶者 

祖父（母） 祖母（祖父）及び父母 

※ 認定対象者が上記以外の場合には、資格管理担当へお問合せください。 

※ 下記のいずれかに該当する場合、その者との収入比較は不要です。 

〇 他の通常の扶養義務者が公立学校共済組合員（他支部及び任意継続

組合員も含む）場合 

〇 組合員の被扶養者として認定されている場合 

   〇 被扶養者が子で、組合員本人が基準日現在育児休業中の場合 
 

(b) 通常の扶養義務者の所得確認書類 
 

・必要な所得関係書類は資料２「所得に関する証明書類について」のＰ１

０「２．通常の扶養義務者の所得に関する証明書」を参照してください 
    

（イ） 住民票の写し（上記ウに該当するとき） 

同居要件の確認に住民票を使用します。下記①②を両方満たすものを提出

してください（コピー可）。 

① 令和６年１月１日以降に交付されたもの 

② 個人番号（マイナンバー）の記載がないもの 

https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi1.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2_2.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2_3.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2_4.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou2.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou2.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou2.PDF
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（３） 別居の被扶養者の書類【該当者のみ】 

・ 被扶養者が別居している場合には、１年間（令和５年１月～令和５年１２月）、

組合員から別居の被扶養者への送金事実を客観的に確認できる、下表のいずれ

かの資料が必要です。 
 

① 組合員口座から被扶養者口座への振込明細書または通帳の写し 

（口座名義ページ含む） 

※ 送金者（組合員）氏名、送金日、送金額の記録があるもの 

② 被扶養者が居住する住居の家賃を組合員が負担していることが 

わかる資料 

※ 組合員から貸主に対する支払を確認できる、送金者、受取人、 

送金額、送金日がわかるもの 

③ クレジットカードの家族カードを被扶養者に対し発行し使用して 

いることがわかる資料 

※ クレジットカードの明細等で、被扶養者が家族カードを使用 

して生活費等を決済していることがわかるもの 

④ 被扶養者口座の組合員に対し交付された代理人カードを使用して 

組合員が入金していることがわかる資料 

⑤ 現金書留の「書留・特定記録郵便物等受領証」の写し等 

 

※ 配偶者・子以外の被扶養者については、「別居認定対象者の総収入額の３分の１以

上を組合員が送金していること」が要件の１つとなっております。 
 

※ 別居認定の要件を満たさなくなった場合は、様式第１号の２と共に別紙４「別居

被扶養者に係る認定取消申告書」を提出し、被扶養者取消の手続をしてください。よ

くある取消事例を資料３「別居扶養者の取消事例」に掲載しましたので、参照してく

ださい。 

 

５ 新型コロナウイルス感染症に伴う各種支援金の取扱いについて 

新型コロナウイルス感染症に伴う各種支援金等※は、被扶養者認定における収入に

は含めません。よって、各種支援金等を受給している者に係る確定申告書及び損益計

算書（青色申告決算書又は収支内訳書）を提出する際は、各種支援金等の名称と金額

が確認できるものの写しも併せてお願いします。 

※ 雇用調整助成金、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金、持続化給

付金、特別定額給付金、小学校等の臨時休業に対応する保護者支援等 

 

６ ６５歳を迎える被扶養者の収入確認について 

６５歳に達すると老齢基礎年金の請求が可能となります。老齢基礎年金を受給する

こととなった場合は受給開始後の収入額が変わるため、認定要件を満たすか確認が必

要です。 

令和６年度中に６５歳になる被扶養者（生年月日が昭和３４年４月２日～昭和３５

年４月１日）については、「所属所別組合員等一覧表」の６５歳到達欄に「＊」を表

示しています。注意事項をまとめましたので、資料４（Ｐ１２）を６５歳に到達する

被扶養者がいる組合員に配付くださるようお願いします。 

https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/fuyoshinkokuform.xlsx
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi4.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi4.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou3.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou4.PDF
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７ その他 

（１） 組合員は海外居住中だが、被扶養者が国内に居住している場合は、組合員

証等の検認の手続を行ってください。 

 

（２） 当通知の目次等は下記のとおりです。事務処理の参考にしてください。 

 

 

 

 

ページ数 資料番号 キーワード 様式名等 

Ｐ 1 ～ 

Ｐ 5 
  ・通知 

Ｐ 6 資料１ 一覧表 ・所属所別組合員一覧表確認の注意事項 

Ｐ 7 ～ 

Ｐ10 
資料２ 所得 ・所得に関する証明書類について 

Ｐ11 資料３ 別居 ・別居扶養注意事項 

Ｐ12 資料４ 
一覧表 

所得 
・65歳パンフレット 

Ｐ13 別紙１ 必須書類 ・添付資料送付票 

Ｐ14 ～ 

Ｐ17 
別紙２ 必須書類 

・扶養事実届（検認用） 

・（記入例：①長男、②母、③長女） 

Ｐ18 ～ 

Ｐ19 
別紙３ 所得 

・給与等に関する証明書 

・（記入例） 

Ｐ20 別紙３-２ 所得 
・被扶養者の収入確認に当たっての「一時的な

収入変動」に係る事業主の証明書 

Ｐ21 ～ 

Ｐ22 
別紙３-３ 所得 

・給与等に関する証明書（一時的収入増加） 

・（記入例） 

Ｐ23 別紙４ 別居 ・別居被扶養者に係る認定取消申告書 

Ｐ24 ～ 

Ｐ25 
別紙５ 所得 

・同意書 

・（記入例） 

Ｐ26 別紙６ 普通認定 ・扶養手当支給証明書 

【問合せ先】 

公立学校共済組合埼玉支部 資格管理担当 

所在地：〒３３０－００６３ 

さいたま市浦和区高砂３－１４－２１ 職員会館５階 

（埼玉県教育局教育総務部福利課内） 

電 話：０４８（８３０）６６９４ 

https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou1.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou2.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou3.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_siryou4.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi1.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2_2.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2_3.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2_4.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_1.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_2.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_2.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_3.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_3_1.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi4.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi5.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi5_1.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi6.PDF


※　組合員及び被扶養者の記載内容を確認の上、誤りや現況との相違がある場合は、所属所の事務担当の方に申し出てください。

※　郵便番号・住所も必ず確認してください。 ※　扶養手当の有無で、検認時の確認項目が異なるので、

※　別居被扶養者の住所も確認してください。 　記入は正確にお願いします。

※ 令和6年5月23日(木)までに福利課で受理及び登録

をした内容に基づき作成しています。

※ 記載事項を確認した結果、修正する項目があった場合、

様式第1号での修正申告が必要です。不明な点等ござ

いましたら、資格管理担当へ御連絡ください。

資
料
１

所属所別組合員等一覧表の確認に当たっての注意事項
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組合員
番号

氏　名
65歳
到達

性別 生年月日
共済資格
取得年月日

住民票上の住所 続柄 口座 同・別 備考

999999 埼玉　太郎 男 S55.01.15 H09.04.01
330-0063　埼玉県　さいたま市浦和区
高砂3-14-21 本人

埼玉りそな
浦和東口
普通＊＊＊＊＊＊＊

埼玉　花子 女 S55.05.20 H09.05.15
330-0063　埼玉県　さいたま市浦和区
高砂3-14-21 妻 同 扶養手当（有・無）

埼玉　福子 女 H13.08.24 H13.08.24
330-0063　埼玉県　さいたま市浦和区
高砂3-14-21 長女 同 扶養手当（有・無）　特

埼玉　三郎 男 H14.07.12 H14.07.12
330-0063　埼玉県　さいたま市浦和区
高砂3-14-21 長男 同 扶養手当（有・無）　特

埼玉　治郎 ＊ 男 S34.08.02 R03.04.01
330-0063　埼玉県　さいたま市浦和区
高砂3-14-21 父 同 扶養手当（有・無）

事務担当者確認日 月　　　　　日　　　

令和６年度中に６５歳になる被扶養者について、＊印で表示しています。

次のような場合、一覧表に記載されている資格取得年月日と組合

員証に記載されている資格取得年月日が相違する場合があります

が、問題はありません。

○ 組合員種別の異動

短期組合員 → 一般組合員

一般組合員 → 短期組合員

・・・異動があった日

○ 給与区分の切替

・県費支弁職員→市費支弁職員

・市費支弁職員→県費支弁職員

・・・異動してきた日

扶養手当の事後確認が終了し、扶養手当上の

扶養親族として確認できた者は「有」、扶養

手当上の扶養親族でない場合は「無」を○で

囲んでください。

同居から別居、別居から同居など、実際の住所と一覧表上の住所が

一致していない場合は、一覧表を修正の上、様式第1号を提出して

ください。すでに様式第1号を提出している場合は、提出日も記入

してください。

※ 被扶養者の住民票が日本国内にない場合は、住所欄に「海外

国名」を記入してください。

事務担当者が内容を確認した日を記入してください。

R6.6.1取消

（R6.6.1共第1号様式提出済）

（アメリカ） R6.6.30住所変更

360-0031 熊谷市末広1-1-102 （R6.7.5共第１号様式提出済） 別

別

金融機関等の合併や支店の統廃合により、

使用できない口座が増えていますので、

御留意ください。

○ すでに取消をした被扶養者が記載されていた場合には、赤線を引き、

様式第1号の所属所控えの写しを提出してください。

○ 一覧表上、漢字によっては正しく記載されていないものがあります

（例：「・」など）。

組合員証、被扶養者証に記載されている漢字が正しければ、「誤り

なし」としてください。

○ 氏名漢字（姓）について、本人と被扶養者で使用している字が同一

か確認してください。

（例）塚と塚 、 高と髙 など
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１．被扶養者の所得に関する証明書 

 

（１） 必須書類（所得の種類によらず必要な書類） 

被扶養者の下記(a)、(b)いずれかの書類が収入の種類によらず必要となりま

す。なお、(b)であれば役場等に行かずに書類の作成ができます（条件あり）。 
 

また、対象者が義務教育終了前及び高校１年生（平成２０年４月２日以降生

まれ）の場合は、書類の提出は不要です。 
 

(a) 所得証明書の写し 

・令和５年１月から令和５年１２月までの収入を証明している市区町村

から発行されたもの（令和４年分を提出しないようにしてください） 

・「非課税証明書」は原則不可です。ただし「非課税証明書」という名前

でも収入等の記載がある場合には、有効になる場合があります。詳細は

資格管理担当へご相談ください。 
 

(b) 別紙５「同意書」（記入例） 

・同意書の提出により、個人番号を利用した情報連携で所得情報を取得

します。  

・取得できるのは被扶養者の個人番号のみです 
 

   ・同意書を提出した場合でも、別紙２ 扶養事実届（検認用）内II「前年

１月～１２月の状況」欄は空欄にせず、源泉徴収票などの収入を確認

できる書類を元に記入をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 所得の種類に応じて必要な書類 

下表内で該当する所得全てについて書類をご提出ください。 

無収入の場合 「（１） 必須書類」 のみ 

公的年金を受給

している場合 
「（１） 必須書類」 のみ 

給与収入がある

場合 

（パート・アル

バ イト 収 入 な

ど） 

 

「（１） 必須書類」 のみ 

● 所得証明書を御提出いただく場合は、被扶養者の収入

について、次のアイに御留意ください。 
 

ア 収入合計額が１３０万円以上※ 

・別紙３「給与等に関する証明書（Ｐ１８）」（＊１）

も併せて提出してください（取消しになる場合があり

ます）。 

 

・無料！ ・役所等へ行かなくて OK！ 

おすすめ！ 

https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi5.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi5_1.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3.PDF
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イ 収入合計額が１２０万円以上１３０万円未満※ 

・所得証明書の余白に通勤手当の支給の有無を記入し

てください。 

・通勤手当が支給されている場合は、令和５年１月から

令和５年１２月までの通勤手当支給額を所得証明書

の余白に記入してください。 

 

※ 障害厚生年金を受けられる程度の障害を有する者

又は６０歳以上の者は、１２０万円を１７０万円に、

１３０万円を１８０万円に読み替えてください。 
 

● 別紙５「同意書」を提出された方で所得情報照会の結

果、上記アイに該当することが判明した場合は、当組合

から御連絡しますので御対応をお願いします。 

所得証明書に記

載されない年金

を受給している

者 

（遺族･障害年

金、年金生活者

支援給付金等） 

① 「（１） 必須書類」 

② 該当する年金に係る令和5年度の年金改定通知書の写し又

は振込通知書の写し 

個人年金を受給

している者 

① 「（１） 必須書類」 

② 受給している個人年金の年金額がわかる書類の写し 

  （令和5年度の年金額） 

③ 確定申告している場合は、確定申告書の写し（個人番号 

の記載がある場合は、番号を隠すこと） 

事業所得、農業

所得、不動産所

得等がある場合 

（マイナスの場

合も必ず提出） 

① 「（１） 必須書類」 

② 確定申告書の写し及び損益計算書（青色申告決算書又は収支

内訳書）の写し（個人番号の記載がある場合は、番号を隠

すこと）（＊２） 

株等譲渡収入・

配当所得等があ

る場合 

① 「（１） 必須書類」 

② NISA口座、特定口座で確定申告をしていない場合 

・ 証券会社が発行する年間取引報告書の写し 

③ 確定申告をしている場合 

・ 確定申告書の写し（個人番号の記載がある場合は、番号を

隠すこと） 

・ 株等に係る譲渡所得等の金額計算明細書の写し 

その他の所得が

ある場合 

① 「（１） 必須書類」 

② 収入額が把握できる証明書等の写し 
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（＊１）令和５年１月（最長の場合。給与の支給状況によって異なります。）から現在

までを証明しているもの（Ｐ１９の記入例を参照）。 

人手不足による労働時間延長等により一時的に増加した場合の特例を受けること

を希望する場合は、別紙３-２「被扶養者の収入確認に当たっての「一時的な収入

変動」に係る事業主の証明書」（Ｐ２０）及び別紙３-３「給与等に関する証明書

（一時的な収入変動あり）（Ｐ２１）を提出してください。（他の収入の状況に

より特例を受けられない場合もあります。） 

（＊２）新型コロナウイルス感染症に伴う各種支援金等（持続化給付金・雇用調整助成

金等（通知内Ｐ４、「５ 新型コロナウイルス感染症に伴う各種支援金の取扱い

について」参照）を受給している場合は、各種支援金等の名称と金額が確認でき

るものの写しも併せて御提出をお願いします。 

 

上記のほか、必要に応じて提出していただく書類もありますので、あらかじめ御了承

ください。また、認定限度額未満であっても、他の健康保険に加入している場合は被扶

養者にはなれません。速やかに、取消しの手続をしてください。 

  

https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_1.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_2.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_2.PDF
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_3.pdf
https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi3_3.pdf
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２．通常の扶養義務者の所得に関する証明書 

 

通常の扶養義務者 提出書類 

 組合員本人 源泉徴収票の写し（令和５年分） 

他
の
扶
養
義
務
者 

① 公務員 
（公立学校共済組合以外） 所得証明書の写し（※源泉徴収票は不可） 

② 民間企業勤務 

③ 事業所得、農業所得、不

動産所得がある方 

所得証明書の写し（※源泉徴収票は不可） 

確定申告書及び損益計算書（青色申告決算書又は収支

内訳書）等の写し（Ｐ９、（＊２）参照） 

④ 株等譲渡収入がある

方 

（NISA口座、特定口座で確定申告をしていない場合） 

・ 所得証明書の写し（※源泉徴収票は不可） 

・ 証券会社が発行する年間取引報告書の写し 

（確定申告をしている場合） 

・ 所得証明書の写し（※源泉徴収票は不可） 

・ 確定申告書の写し（個人番号の記載がある場合は、番

号を隠すこと） 

・ 株等に係る譲渡所得等の金額計算明細書の写し 

⑤ 公的年金受給者 

所得証明書の写し（※源泉徴収票は不可） 

障害、遺族等の公的年金を受けている場合、当該年金

に係る年金額改定通知書の写し 

⑥ 私的年金受給者 
所得証明書の写し（※源泉徴収票は不可） 

年金額が記載された書類の写し（最新のもの） 

⑦ パート・アルバイト 所得証明書の写し（※源泉徴収票は不可） 

※ 通常の扶養義務者の所得証明書は、情報連携では取得できません。必ず所得証明

書の写しを提出してください。 

※ 上記のほか、必要に応じて提出していただく書類もありますので、あらかじめ御

了承ください。 
 

○ 子の特別認定において、組合員とその配偶者で共同扶養している場合は、組合員

の収入が配偶者の収入より多いか同程度（多い方の１割以内の差額）であれば、認

定が可能です。 

○ 子の特別認定において、配偶者と離別したことにより別居している場合でも、配

偶者から子に対して送金を受けている場合は、収入比較が必要となることがありま

すので、別紙２「扶養事実届（検認用）」（Ｐ１４）の「Ⅳ通常の扶養義務者」欄

は、必ず記入してください。送金を受けていない場合は収入比較は不要です。 

○ 育児休業中の組合員の収入は、育児休業を取得していないとしたならば受給でき

る給与等の額で比較します。育児休業に入る直前の「源泉徴収票」の写しを提出し

てください。また、被扶養者が子の場合は提出不要です。 

  

https://www.kouritu.or.jp/saitama/content/files/about/yousiki/R6sityouson_bessi2.pdf
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別居扶養で取消しになる場合の事例  

 

別居している父母等が認定取消しとなる代表的な事例をあげましたので、参考にしてください。 

 

１ 認定対象者の「総収入額」の３分の１以上を送金等していますか？ 

ここでいう「総収入額」には、年金・給与・事業所得など自分の名義で受給する収入の他に、組合

員の送金額及び他の親族からの送金等の額も含まれます。同居者からの生活費負担額もある場合

は、その額も含みます。 

たとえば、次の場合には、組合員は弟よりも多く送金していますが、送金額が母の「総収入額」の

３分の１に満たないので、認定できません。 

                                            

 

 

 

 

認定対象者(母)の総収入額＝１００万円＋※５０万円＋８０万円＋４０万円＝２７０万円 

※ ５０万円は、父の母に対する生活費負担額（２００万円－１００万円）／２ 

組合員の送金額８０万円 ＜ ２７０万円×１／３（９０万円） 

 

２ 送金等している者の中で、送金等の額が最も多いですか？ 

認定できるのは、送金等している親族の中で、組合員の送金等の額が最も多い場合です。 

たとえば、次のときは、組合員は母の「総収入額」の３分の１以上を送金していますが、弟の送金額

より組合員の送金額が少ないので、認定できません。 

 認定対象者  母（60歳以上） 収入（年金）   ５０万円 

 同居者    なし 

 送金者    組合員     送金額      ８０万円 

  〃     弟       〃       １００万円 

 

３ 別居先の父母の収入合算額が限度額を超過していませんか？ 

認定対象者単独の収入が扶養の条件である１３０万円／年（あるいは１８０万円／年）の収入限度

額未満かつ、認定対象者の配偶者との収入合算額がそれぞれの収入限度額の合算額未満であるこ

とを目安とします。 

次の場合には、送金等の額については、要件を満たしていますが、夫婦の収入合算額が限度額の

合算額を超過していますので、認定できません。 

 認定対象者 母（60歳以上） 収入（年金）   １２０万円 

 同居者   父（60歳以上） 収入（年金）   ２６０万円 

 送金者   組合員       送金額        １００万円 

    １２０万円＋２６０万円＝３８０万円 ≧ ３６０万円（１８０万円×２人） 

 

                     ６０歳以上の方の収入限度額は１８０万円です。 

 

※ ここにあげた事例以外にも取消しとなる場合があります。不明な点はお問合せください。 

 

             ≪問合せ先≫  担当：公立学校共済組合埼玉支部 資格管理担当 

                             （埼玉県教育局教育総務部福利課内） 

                        電話：０４８－８３０－６６９４ 

 認定対象者 母（60歳以上） 収入（年金）１００万円 

 同居者   父（60歳以上） 収入（年金）２００万円 

送金者   組合員     送金額    ８０万円 

  〃    弟       〃      ４０万円 
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６５歳を迎える御家族を扶養している方へ 

被扶養者の収入の確認をお願いします！ 
 

６５歳になると、老齢基礎年金を請求することができます。年金の受給開始や年金額の変動に

より収入が認定限度額を超過した場合には、被扶養者の資格を喪失しますので、下記の点に御注

意ください。 
 

○年金の決定・改定・年金額変更の通知書が届いたら、確認しましょう 

６０歳以上の者、又は障害厚生年金を受けられる程度の障害を有する者の「認定限度額」は１８

０万円未満です。 

年金の決定、改定に係る通知書等が届いた場合には、「収入」の確認をお願いします。 

年額が合計１８０万円以上になった場合には、被扶養者の資格を喪失します。 

※ 「収入」とは、年金、給与、個人年金など御家族自身が受け取るすべての収入をいいます。 
 

○父母の収入合算金額を、確認しましょう 

たとえば、母親を被扶養者としようとするとき、第一扶養義務者である父に、母を扶養すること

ができる程度の収入がある場合は、原則として母の収入が認定限度額未満であっても被扶養者

として認定することができません。父と母の年間収入を合算し、その額がそれぞれの認定限度額

（年額１３０万円。ただし、６０歳以上の者、又は障害厚生年金を受けられる程度の障害を有する者

は１８０万円）の合算額未満であることを認定の目安とします。 

収入が増加（新たに年金の決定・改定など）した場合、父母の収入を合算した金額が超過する場

合もありますので、御注意ください。 
 

○別居している家族を扶養している場合の要件とは  

別居している親族（父母、祖父母、兄弟姉妹、孫）を被扶養者として認定する場合、認定対象者

の「総収入額」の１／３以上の額を組合員が認定対象者に対し送金をしていることが認定要件とな

ります。 

認定対象者の収入が増加し、送金額の割合が「総収入額」の１/３未満となった場合は、被扶養者

の資格を喪失しますので、速やかに取消しの手続をお願いします。 

 

 

 

 

※ 被扶養者の認定要件に該当しなくなった場合には、速やかに取消しの手続をしてください。 

※ 不明な点がある場合には、お問合せください 
 

                   ≪問合せ先≫ 

                   担当：公立学校共済組合埼玉支部 資格管理担当 

                      （埼玉県教育局教育総務部福利課内） 

                   電話：０４８－８３０－６６９４ 

＋ ＋ ＋ ＝ 総収入額 
認定対象者

の収入額 

組合員の

送金額 

組合員以外の

方の送金額 

別居先家族の 

認定対象者に対する 

生活費負担額 



ご不明な点は福利課資格管理担当まで
（０４８－８３０－６６９４）

  組合員に関すること

氏名：

  被扶養者に関すること

続柄：

書類の種類 注意事項等 添付書類
□　①　扶養事実届（検認用）別紙２

□　②　被扶養者の所得に関する証明書
　　　　必須書類　（下記アかイのいずれか必須）
　　　 □　ア 被扶養者の所得証明書の写し
　　　 □　イ 同意書別紙５
　　　　　□　平成２０年４月２日以降生まれ
　　　　　　          （前年度まで未就学児・義務教育期間）
　　　　　　        →　②提出不要
　　　　所得に応じた書類（事業所得、個人年金など）
　　　　　 □　該当する所得に関する書類

被扶養者の続柄

□　配偶者 無し

□　子
　※右の①②
　 両方必須

通常の扶養義務者の所得に関する証明書
　□　①　（組合員本人）源泉徴収票
　□　②　（配偶者）    所得を証明する書類
　　　　　□　配偶者が被扶養者・当共済組合員　または
　　　　　□　組合員本人が6月１日現在育休中
　　　　　　→　①②ともに提出不要

□　実父（母）
　※右の①②
　 両方必須

通常の扶養義務者の所得に関する証明書
　□　①　（組合員本人）源泉徴収票
　□　②　（実母（父））所得を証明する書類
　　　　　□　実母（父）が被扶養者・当共済組合員
　　　　　　→　①②ともに提出不要

□　祖父（母）
　※右の①～④
　　全て必須

通常の扶養義務者の所得に関する証明書
　□　①　（組合員本人）源泉徴収票
　□　②　（祖母（父））所得を証明する書類
　□　③　（実父）　　　所得を証明する書類
　□　④　（実母）　　　所得を証明する書類
　　　　　→　②～④は被扶養者・当共済組合員なら省略可
　　　　　　　　□②　□③　□④　※省略できる親族等に✓
　　　　　　　　　→　②～④すべて省略可なら①も省略可
　

□　義父（母）
　※右の①～④
　 全て必須

通常の扶養義務者の所得に関する証明書
　□　①　（組合員本人）源泉徴収票
　□　②　（配偶者）　　所得を証明する書類
　□　③　（義母（父））所得を証明する書類
　　　　　→　②～③が被扶養者・当共済組合員なら省略可
　　　　　　　　□②　□③　※省略できる親族等に✓
　　　　　　　　　→　②③両方省略可なら①も省略可
住民票
　□　④　住民票の写し（コピー可）

□　上記以外の親族
　□　福利課の案内する書類
　　※　福利課まで事前にご連絡ください

（３）別居に関する書類
　該当者のみ

被扶養者が別居の場合
に必須

□　送金の事実が確認できる書類

（２）続柄に関する書類
　必須！

検認（特別認定）　添付書類送付票

○この送付票は、被扶養者ごとに作成してください
○該当する□に✓を入れてください
○「続柄」とはすべて「組合員本人から見た続柄」です

※右の①②
　両方必須

組合員番号：

被扶養者名：

（１）必須書類
　必須！

別紙１

- 13 -



◆ 提出の際は、様式の右上に電算用ゴム印を押印すること。

（ ） （ 歳 ）

◆
◆
（※）

◆

※ 通常の扶養義務者とは、社会通念上、扶養第一義務を負うと考えられる者。又は、共同扶養に

おける他の扶養義務者

◆ 該当する項目すべてに○をしてください。
： 無 ・ 有 （ ） ◆ 認定対象者に対する組合員及び他の送金者の送金額等
： 無 ・ 有 （ 収入有の者は以下に記入してください。）

↓
前
年 ）

1 ） 有・無 ）
月 名称 （ ） ↓
～

12
月
の ）

状 ）
況 ）

）

公立学校共済組合埼玉支部長　様

扶養の事実について上記のとおり申告します。
なお、被扶養者としての要件を欠くこととなった場合には、速やかに申告します。

年 月 日 住　所
　　 申請者

氏　名

- 14 -

別
紙
２

組合員本人については、送金の事
実が確認できる書類（※）の添付
が必要です。
（令和5年1月～令和5年12月）

※送金の事実が確認できる書類と
は、預金通帳の写し
（原則被扶養者名義のもの）、現
金書留の控え等です。

総収入の１／３ 認定の可否

円円

円

認定対象者に対する生
活費負担額(Ｄ)

円 円

円

令和 事　務　局　処　理　欄
認定対象者の
収入　（Ａ）

組合員の送金額
（Ｂ）

組合員以外の者の
送金額（Ｃの計）

生活費負担額
（Ｄ）

総収入額
（左の計）

円(Ｃ)
口座振り込み 現金書留 手渡し

別居先の家族構成（同居者　 有・無）
↓

年間収入額（Ａ）
氏　名 続柄 年齢 収入額（年額）

（注）原則として確定申告書及び損益計算書（収支内訳書）の写しが必要となります。 その他（

その他 有・無
株等 ・ 利子 ・ 不動産 ・ 傷病手当金
・その他（

その他（

・その他（

組合員本人以外の送金者の状況（

年

↓
私的年金 有・無

（注）企業年金・財形年金・農業者年金も含まれます。
氏　名 続柄 送金額（年額）

送金方法（○で囲んで
ください。）

給与収入 有・無
円(Ｃ)

口座振り込み 現金書留 手渡し

月 日

送金の開始日
収 入 の 種 別

収入等の種別 有無 「有」の場合の種類 金額（年額） 本人
円(Ｂ)

（組合員） その他（

収 入 の 有 無
氏　名 続柄 送金額（年額）

送金方法（○で囲んで
ください。）
口座振り込み 現金書留 手渡し

公的年金 有・無
老齢又は退職年金 ・ 遺族年金 ・ 障害年金

職 業 具体的に記入

Ⅴ

別
居
扶
養
に
関
す
る
事
項

事業所得等 有・無
商業　・　工業　・　農業　・　漁業

・その他（

Ⅱ

扶
養
理
由

扶養の実態、扶養の理由を具体的に記入してください。

収入額（年額） 摘要
Ⅳ

通
常
の
扶
養
義
務
者

組合員本人以外に通常の扶養義務者がいる場合、その者について記入してください。
通常の扶養義務者についてⅢ、Ⅴに記入している場合は、記入不要です。

氏　名 続柄 年齢 職業
公立学校共済

組合員である場

合には○

円

円

　認定対象者との
居住状況

同居・別居
別居の場合、送金額

（年額）を記入
円(Ｃ)

組合員本人の被

扶養者である場合

には○

円

円
通常の扶養義務者が他にいる場合には、その者が扶養できない理由を具体的に記入してください。

円
居住状況 同居・別居 （別居の場合は右欄Ⅴも記入） 配偶者

（有・無）

収入額（年額） 組合員番号
性
別

男

Ⅲ

組
合
員
と
同
居
す
る
家
族

氏　名 続柄

○ 円
（組合員）

女
本人

年齢 職業
公立学校共済

組合員である場

合には○

Ⅰ

認
定
対
象
者

氏　名
（続柄）

生
年
月
日

年 月 日

組合員本人の被

扶養者である場合

には○
昭和
平成
令和

所 属 所 名 組合員氏名

所属所コード 組合員番号扶 養 事 実 届  （ 検 認 用 ）



別紙２

◆ 提出の際は、様式の右上に電算用ゴム印を押印すること。

（ ） （ 歳 ）

◆
◆
（※）

◆

※ 通常の扶養義務者とは、社会通念上、扶養第一義務を負うと考えられる者。又は、共同扶養における他の扶養義務者。

◆ 該当する項目すべてに○をしてください。
： 無 ・ 有 （ ） ◆ 認定対象者に対する組合員及び他の送金者の送金額等
： 無 ・ 有 （ 以下に記入してください。）

↓

前 ）

年 ） 有・無 ）
1 名称 （ ） ↓
月
～

12
月 ）

の ）
状 ）

況
）

公立学校共済組合埼玉支部長　様

扶養の事実について上記のとおり申告します。
なお、被扶養者としての要件を欠くこととなった場合には、速やかに申告します。

6 年 6 月 5 日 住　所
　　 申請者

氏　名

- 15 -

扶 養 事 実 届  （ 検 認 用 ）

事　務　局　処　理　欄

円

円

960,000 円

円

教員

会社員

○
本人

（組合員）

長男

円(Ｃ)

組合員本人以外に通常の扶養義務者がいる場合、その者について記入してください。 

通常の扶養義務者についてⅢ、Ⅴに記入している場合は、記入不要です。

職業
公立学校共済組

合員である場合

には○
収入見込み額（年額）

Ⅲ

組
合
員
と
同
居
す
る
家
族

Ⅴ

別
居
扶
養
に
関
す
る
事
項

学生

Ⅱ
職 業
収 入 の 有 無
収 入 の 種 別

具体的に記入

（注）企業年金・財形年金・農業者年金も含まれます。

（注）原則として確定申告書及び損益計算書（収支内訳書）の写しが必要となります。

商業　・　工業　・　農業　・　漁業
・その他（

公的年金

事業所得等

「有」の場合の種類

株等 ・ 利子 ・ 不動産 ・ 傷病手当金

私的年金

有・無
・その他（

年間収入額（Ａ）

その他

収入等の種別 有無

有・無
老齢又は退職年金 ・ 遺族年金 ・ 障害年金
・その他（

Ⅰ

認
定
対
象
者

氏　名
（続柄）

埼 玉 和 也
13

長男

生
年
月
日

昭和
平成
令和

12 21

22

性
別

男

女

0

960,000

0

金額（年額）

長男は、アルバイト収入のみであり、収入額が少ない。
通常の扶養義務者である配偶者よりも私の方が収入が多い
ため、私が長男の生活費を負担している。

アルバイト

給与収入 有・無

居住状況 （別居の場合は右欄Ⅴも記入）同居・別居

0

有・無

有・無

円(Ｃ)

年齢

配偶者
（有・無）

円

7,400,000

組合員本人の被

扶養者である場

合には○

別居の場合、送金額
（年額）を記入

円

48

　認定対象者との
居住状況

氏　名 続柄 年齢

22

埼 玉 好 子

埼 玉 和 也

51

続柄

年齢

有・無）
↓

別居先の家族構成（同居者　

その他（

口座振り込み 現金書留 手渡し

口座振り込み 現金書留 手渡し

その他（

その他（

氏　名 続柄 送金額（年額）
送金方法（○で囲んで
ください。）

組合員本人以外の送金者の状況（

円(Ｃ)

収入額（年額）
認定対象者に対する
生活費負担額(Ｄ)

7,800,000埼 玉 和 夫

所属所名 組合員氏名

職業
公立学校共済組

合員である場合

には○
収入額（年額）

組合員本人の被

扶養者である場

合には○
組合員番号

8

　埼　玉　和  夫福利小学校

4 9 A 9 9

所属所コード 組合員番号

99999

認定の可否

年 月 日

送金額（年額） 送金の開始日
送金方法（○で囲んで
ください。）

年 月 日

口座振り込み 現金書留 手渡し

同居・別居

円(Ｂ)

円 円

円

円

円

円

組合員本人については、送金
の事実が確認できる書類
（※）の添付が必要です。
（令和5年1月から令和5年12
月)
※送金の事実が確認できる書
類とは、預金通帳の写し
（原則被扶養者名義のも
の）、現金書留の控え等で
す。

○

摘要

生活費負担額
（Ｄ）埼　玉　和　夫

総収入額
（左の計）

総収入の１／３
認定対象者の
収入　（Ａ）

組合員の送金額
（Ｂ）

組合員以外の者の
送金額（Ｃの計）

記入例１

令和 さいたま市浦和区高砂△ー□ー○　

氏　名 続柄

扶
養
理
由

扶養の実態、扶養の理由を具体的に記入してください。

通常の扶養義務者が他にいる場合には、その者が扶養できない理由を具体的に記入してください。

Ⅳ

通
常
の
扶
養
義
務
者

960,000

0

氏　名 続柄

本人
（組合員）

氏　名

収入「有」の場合は、以下のすべての収入等

の有無に○をつけてください。

収入額は前年の収入額を記
入してください。また所得証明
書を添付してください。

配偶者欄が空欄の場合、Ⅳに記入が必

要となることがあります。

※通常の扶養義務者（この場合、組合員及び配偶者）の収入比較の書類を添付してください。

組合員：源泉徴収票

配偶者：所得証明書、（確定申告をしている場合加えて）確定申告書及び損益計算書等の写し

※配偶者が、公立学校共済組合の組合員である場合(任意継続組合員も含む)又は組合員の被扶養者である場合は

収入比較は必要ありません。

※通常の扶養義務者が、Ⅲ及びⅤ以外にいる場合、Ⅳに記入してください。

例えば、子の特別認定において、配偶者と離別し別居している場合は、その者について記入してください。

その者から子に対して送金をしている場合は収入比較が必要になることがあります。

※その者が、公立学校共済組合の組合員である場合又は組合員の被扶養者である場合は収入比較は必要ありません。



別紙２

◆ 提出の際は、様式の右上に電算用ゴム印を押印すること。

（ ） （ 歳 ）

◆
◆
（※）

◆

※ 通常の扶養義務者とは、社会通念上、扶養第一義務を負うと考えられる者。又は、共同扶養における他の扶養義務者。

◆ 該当する項目すべてに○をしてください。
： 無 ・ 有 （ ） ◆ 認定対象者に対する組合員及び他の送金者の送金額等
： 無 ・ 有 （ 以下に記入してください。）

↓

前 ）

年 ） 有・無 ）
1 名称 （ ） ↓
月
～

12
月 ）

の ）
状 ）

況
）

公立学校共済組合埼玉支部長　様

扶養の事実について上記のとおり申告します。
なお、被扶養者としての要件を欠くこととなった場合には、速やかに申告します。

年 6 月 6 日 住　所 さいたま市浦和区高砂△ー□ー○　
　　 申請者

氏　名

記入例２ 扶 養 事 実 届  （ 検 認 用 ）

生活費負担額
（Ｄ）福　利　太　郎

氏　名 続柄

福 利 太 郎
本人

（組合員）

所属所名

○

○

氏　名

送金方法（○で囲んで
ください。）

円6,800,000

総収入の１／３

収入額（年額）
認定対象者に対する
生活費負担額(Ｄ)

円
1,900,000

円

円

円

200,000

円

円

総収入額
（左の計）

組合員氏名

職業
公立学校共済組

合員である場合

には○
収入額（年額）

組合員本人の被

扶養者である場

合には○
組合員番号

8

　福　利　太　郎福利小学校

4 9 A 9 9

所属所コード 組合員番号

99999

口座振り込み 現金書留 手渡し

口座振り込み 現金書留 手渡し

その他（

その他（

21年 月 日

口座振り込み 現金書留 手渡し

6,500,000

その他（ H28

摘要

123456

収入額（年額）

12

有・無）
↓

年齢

配偶者
（有・無）

福 利 太 郎

38

　認定対象者との
居住状況

氏　名 続柄 年齢

15

13

氏　名

福 利 花 子

福 利 一 郎

40

続柄

同居・別居

通
常
の
扶
養
義
務
者

1,500,000

福 利 健一 70

組合員本人以外の送金者の状況（

父

続柄 年齢

別居先の家族構成（同居者　

送金額（年額）

円(Ｂ)900,000

Ⅴ

別
居
扶
養
に
関
す
る
事
項

900,000

Ⅰ

認
定
対
象
者

氏　名
（続柄）

 福 利 孝 子
34

母

生
年
月
日

昭和
平成
令和

扶
養
理
由

扶養の実態、扶養の理由を具体的に記入してください。

通常の扶養義務者が他にいる場合には、その者が扶養できない理由を具体的に記入してください。

居住状況 （別居の場合は右欄Ⅴも記入）同居・別居

1 21

65

性
別

男

女

母は、年金収入のみであり、収入額が少ないため。
通常の扶養義務者である父も年金収入のみのため、私
が母の生活費として、毎月75,000円を送金している。

年 月 日

収入等の種別

有・無
老齢又は退職年金 ・ 遺族年金 ・ 障害年金

（注）原則として確定申告書及び損益計算書（収支内訳書）の写しが必要となります。

商業　・　工業　・　農業　・　漁業
・その他（

公的年金

事業所得等

株等 ・ 利子 ・ 不動産 ・ 傷病手当金

給与収入

・その他（
個人年金有・無

有・無

有・無

「有」の場合の種類有無

・その他（
その他

金額（年額）

600,000

教員

教員

○

○

本人
（組合員）

長男

長女福 利 みどり

円(Ｃ)

組合員本人以外に通常の扶養義務者がいる場合、その者について記入してください。 

通常の扶養義務者についてⅢ、Ⅴに記入している場合は、記入不要です。

職業
公立学校共済組

合員である場合

には○

事　務　局　処　理　欄

認定対象者の
収入　（Ａ）

組合員の送金額
（Ｂ）

組合員以外の者の
送金額（Ｃの計）

氏　名 続柄 送金額（年額）

認定の可否

別居の場合、送金額
（年額）を記入

円(Ｃ)

円(Ｃ)

組合員本人の被

扶養者である場

合には○

円

組合員本人については、送金
の事実が確認できる書類
（※）の添付が必要です。

（令和５年１月～令和５年１
２月分）

※送金の事実が確認できる書
類とは、預金通帳の写し

（原則被扶養者名義のもの）
現金書留の控え等です。

送金の開始日
送金方法（○で囲んで
ください。）

Ⅲ

組
合
員
と
同
居
す
る
家
族

Ⅳ

年間収入額（Ａ）
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6令和

円

0 円

0 円

円

学生

学生

Ⅱ
職 業
収 入 の 有 無
収 入 の 種 別

具体的に記入

（注）企業年金・財形年金・農業者年金も含まれます。

私的年金

有・無

収入「有」の場合は、以下のすべての所
得の有無に○をつけてください。

受給しているすべての年金改定通知書（最新）及び所得証明書を添付して

ください。

給与及び年金以外に収入があり、確定申告をしている場合は、年金改定通

知書、確定申告書及び損益計算書（収支内訳書）を添付してください。

有無について○

をつけてください。

令和５年１月～令和５年１２月分の通帳の写し

（名義部分を含む）を添付してください。送金部

分にはマーカーで印をつけてください。

障害・遺族等の公的年金を受けている場合は、当該年金に係る

年金額改定通知書の写し及び所得証明書の写しを添付してくださ

い。

給与及び年金以外に収入があり、確定申告をしている場合は、上

記に加え、年金改定通知書、確定申告書及び損益計算書（収支

例： (1,900,000－1,500,000) ×1/2
父の年間収入 母の年間収入

＝200,000
この例によらない場合は、実際の生活費負担額を

記入してください。



別紙２

◆ 提出の際は、様式の右上に電算用ゴム印を押印すること。

（ ） （ 歳 ）

◆
◆
（※）

◆

※ 通常の扶養義務者とは、社会通念上、扶養第一義務を負うと考えられる者。又は、共同扶養における他の扶養義務者。

◆ 該当する項目すべてに○をしてください。
： 無 ・ 有 （ ） ◆ 認定対象者に対する組合員及び他の送金者の送金額等
： 無 ・ 有 （ 以下に記入してください。）

↓

前 ）

年 ） 有・無 ）
1 名称 （ ） ↓
月
～

12
月 ）

の ）
状 ）

況
）

公立学校共済組合埼玉支部長　様

扶養の事実について上記のとおり申告します。
なお、被扶養者としての要件を欠くこととなった場合には、速やかに申告します。

6 年 6 月 3 日 住　所
　　 申請者

氏　名

記入例３

令和 さいたま市浦和区高砂△ー□ー○　

氏　名 続柄

扶
養
理
由

扶養の実態、扶養の理由を具体的に記入してください。

通常の扶養義務者が他にいる場合には、その者が扶養できない理由を具体的に記入してください。

Ⅳ

通
常
の
扶
養
義
務
者

840,000

0

氏　名 続柄

本人
（組合員）

氏　名

公　立　由　香
総収入額
（左の計）

総収入の１／３
認定対象者の
収入　（Ａ）

組合員の送金額
（Ｂ）

組合員以外の者の
送金額（Ｃの計）

組合員本人については、送金
の事実が確認できる書類
（※）の添付が必要です。
（令和５年１月～令和５年１
２月分）

※送金の事実が確認できる書
類とは、預金通帳の写し
（原則被扶養者名義のも
の）、現金書留の控え等で
す。

円 円

円

円

株等 ・ 利子 ・ 不動産 ・ 傷病手当金

840,000

0

0

摘要

認定対象者に対する
生活費負担額(Ｄ)

生活費負担額
（Ｄ）

円

円

認定の可否

送金額（年額） 送金の開始日
送金方法（○で囲んで
ください。）

年 月 日

公 立 由 香
配偶者
（有・無）

口座振り込み 現金書留 手渡し

同居・別居

円(Ｂ)

所属所名 組合員氏名

職業
公立学校共済組

合員である場合

には○
収入額（年額）

組合員本人の被

扶養者である場

合には○
組合員番号

8

　公 立 由 香福利小学校

4 9 A 9 9

所属所コード 組合員番号

99999

続柄

年齢

有・無）
↓

別居先の家族構成（同居者　

収入額（年額）

その他（

口座振り込み 現金書留 手渡し

口座振り込み 現金書留 手渡し

その他（

その他（

氏　名 続柄 送金額（年額）
送金方法（○で囲んで
ください。）

組合員本人以外の送金者の状況（

円(Ｃ)

5,500,000

円(Ｃ)

年齢

円

組合員本人の被

扶養者である場

合には○

別居の場合、送金額
（年額）を記入

円

　認定対象者との
居住状況

氏　名

23

22

性
別

男

女

居住状況 （別居の場合は右欄Ⅴも記入）

続柄 年齢

46
月 日

金額（年額）

アルバイト具体的に記入

私的年金

0

有・無

職 業
収 入 の 有 無
収 入 の 種 別

長女は、アルバイト収入のみであり、収入額が少ない。
配偶者（夫）とは離別しており、送金も受けていないた
め、私が長女の生活費を負担している。

Ⅰ

認
定
対
象
者

氏　名
（続柄）

公 立 利 香
13

長女

生
年
月
日

昭和
平成
令和

11

同居・別居

年

有・無
・その他（

年間収入額（Ａ）

その他

収入等の種別 有無

有・無
老齢又は退職年金 ・ 遺族年金 ・ 障害年金
・その他（

（注）企業年金・財形年金・農業者年金も含まれます。

（注）原則として確定申告書及び損益計算書（収支内訳書）の写しが必要となります。

商業　・　工業　・　農業　・　漁業
・その他（

公的年金

事業所得等

「有」の場合の種類

有・無

給与収入 有・無

教員 ○
本人

（組合員）

円(Ｃ)

組合員本人以外に通常の扶養義務者がいる場合、その者について記入してください。 

通常の扶養義務者についてⅢ、Ⅴに記入している場合は、記入不要です。

職業
公立学校共済組

合員である場合

には○
収入見込み額（年額）

Ⅲ

組
合
員
と
同
居
す
る
家
族

Ⅴ

別
居
扶
養
に
関
す
る
事
項
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扶 養 事 実 届  （ 検 認 用 ）

事　務　局　処　理　欄

円

円

円

円

Ⅱ

収入「有」の場合は、以下のすべての収入等

の有無に○をつけてください。

収入額は令和５年中の収入額
を記入してください。また所得
証明書を添付してください。

配偶者欄が空欄の場合、Ⅳに記入が必

要となることがあります。

※通常の扶養義務者が、Ⅲ及びⅤ以外にいる場合、Ⅳに記入してください。

例えば、子の特別認定において、配偶者と離別し別居している場合は、その者について記入してください。

その者から子に対して送金をしている場合は収入比較が必要になることがあります。

※その者が、公立学校共済組合の組合員である場合又は組合員の被扶養者である場合は収入比較は必要ありません。

※死別している場合は、その旨を記載してください。

※離別している場合は、下記の２点について記載してください。

①離別している旨

②元配偶者からの送金の有無

なお、離別していて、送金を受けている場合は、右欄Ⅳも記入してください。
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所属所名・コード 組合員氏名・番号 

  

           

給与等に関する証明書 
 

 下記のとおり証明します。 

記 

１ 対象者氏名                 

２ 採用日:     年   月   日（     年   月   日に終了・終了予定） 

３ 勤務形態：常勤・パート・他（            ） 

勤務日数、勤務時間：固定勤務制（１か月  日、１日  時間）・シフト制・他（   ） 

４ 給 与：月給       円・日給      円・時給      円 

交通費：無・有→(月額・日額       円) 

諸手当：無・有→(支払日     種類                      ) 

５ 給与支給日：毎月    日（ 支払方法：現金手渡・口座振込 ） 

      ※休日にあたるとき（ 前日支払・当日支払・翌日支払 ） 

６ 給与等の支給額（税金等控除前の総支給額で、交通費・諸手当を含みます。） 

⒜ 証明日から直近１年間分の     
  支給額を記入 
 

⒝ ⒜の合計金額が130万円 
  以上の場合には、さらに 
  遡って１年間分を記入 

⒞ ⒝の合計金額が130万円 
  以上の場合には、さらに 
  遡って１年間分を記入 

給与支払月 
勤務

日数 
支給額 給与支払月 

勤務

日数 
支給額 給与支払月 

勤務

日数 支給額 

年 月 日 円 年 月 日 円 年 月 日 円 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

12か月の合計  12か月の合計  12か月の合計  

 ※表は支払日が古い順に上から下へ記入してください。 
 ※他の勤務先との合計金額により、証明期間を追加していただく場合があります。 

 公立学校共済組合埼玉支部長 様 

  令和  年   月   日 

          住  所                     

          事業所名 

          代表者名                  印 

          電話番号                   

 （問合せ先）公立学校共済組合埼玉支部 資格管理担当 TEL:048-830-6694 

※３、４については、確定している事項についてのみ 

 記入してください。 

※雇用契約書など労働条件の詳細を記した書類がある 

 場合は添付をお願いします（コピー可）。 

事業主 

押印は必須ではあり
ません。 
なお、内容確認のため
こちらから連絡をさ
せていただくことが
あります。 
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給与等に関する証明書 
 

 下記のとおり証明します。 

記 

１ 対象者氏名                 

２ 採用日: 令和 ４ 年  １ 月  １ 日（     年   月   日に終了・終了予定） 

３ 勤務形態：常勤・パート・他（            ） 

  勤務日数、勤務時間：固定勤務制（１か月  日、１日  時間）・シフト制・他（   ） 

４ 給 与：月給       円・日給      円・時給  1,100 円 

  交通費：無・有→(月額・日額    200 円) 

  諸手当：無・有→(支払日 12/20  種類 賞与（100,000円）           ) 

５ 給与支給日：毎月  ５ 日（ 支払方法：現金手渡・口座振込 ）       

※休日にあたるとき（ 前日支払・当日支払・翌日支払 ） 

６ 給与等の支給額（税金等控除前の総支給額で、交通費・諸手当を含みます。） 

⒜ 証明日から直近１年間分の     
  支給額を記入 

⒝ ⒜の合計金額が130万円 
  以上の場合には、さらに 
  遡って１年間分を記入 

⒞ ⒝の合計金額が130万円 
  以上の場合には、さらに 
  遡って１年間分を記入 

給与支払月 
勤務

日数 
支給額 給与支払月 

勤務

日数 
支給額 給与支払月 

勤務

日数 支給額 

年 月 日 円 年 月 日 円 年 月 日 円 

R5 7 18 109,800 R4 7 22 134,200 R４ 2 16 97,600 

5 8 25 152,500  4 8 21 152,500  4 3 18 97,600 

5 9 15 91,500  4 9 16 128,100  4 4 22 109,800 

5 10 19 115,900  4 10 15 115,900  4 5 21 134,200 

5 11 16 97,600  4 11 25 91,500  4 6 16 128,100 

5 12 19 223,500  4 12 15 91,500     

R6 1 25 152,500 R5 1 16 97,600     

 6 2 19 115,900 5 2 16 97,600     

 6 3 15 91,500 5 3 18 109,800     

 6 4 21 128,100 5 4 19 115,900     

 6 5 19 115,900 5 5 14 85,400     

 6 6 22 134,200 5 6 14 85,400     

12か月の合計 1,517,500 12か月の合計 1,305,400 12か月の合計 664,900 
  
※表は支払日が古い順に上から下へ記入してください。 
 ※他の勤務先との合計金額により、証明期間を追加していただく場合があります。 

公立学校共済組合埼玉支部長 様 

  令和 ６  年 ６ 月 ３０ 日 

          住  所  所沢市北野１－３５ 

          事業所名  （株）スーパー埼玉 所沢店 

          代表者名  店長  ＊＊＊＊＊＊＊ 

          電話番号  ０４２－＊＊＊－＊＊＊＊ 

 （問合せ先）公立学校共済組合埼玉支部 資格管理担当 TEL:048-830-6694 

福利 京子 

事業主 

※３、４については、確定している事項についてのみ 

 記入してください。 

※雇用契約書など労働条件の詳細を記した書類がある 

 場合は添付をお願いします（コピー可）。 

代表 
者印 

押印は必須ではあり
ません。 
なお、内容確認のため
こちらから連絡をさ
せていただくことが
あります。 

令和 5 年 12 月に賞与が支給された場

合の支給額の内訳 

時給 1050×6H×19 日＝ 119,700 円 

交通費 200×19 日＝     3,800 円 

賞与              100,000 円 

税引き前給与支払総額  223,500 円 

 

記入例 
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様式第５号の４ 
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被扶養者の収入確認に当たっての「一時的な収入変動」に係る事業主の証明書 

 

 当事業所において雇用されている下記被扶養者※１については、雇用契約により本来想定される

年間収入が被扶養者の収入要件である 130 万円未満※２です。この事業主記載欄に記載された

期間に係る収入増については、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的なものであることを

証明します。 

※１ 新たに被扶養者としての認定を受けようとする者を含みます。 

※２ 60歳以上の者又は概ね厚生年金保険法による障害厚生年金の受給要件に該当する程度の障害者につい

ては、180万円未満となります。 

 

【組合員・被扶養者記載欄】 

提出年月日※３ 令和   年   月   日 

組合員 

 

（フリガナ） 

氏   名 

 

 

組合員等記号・番号  

被扶養者 

（フリガナ） 

氏   名 

 

 

組合員等記号・番号  

※３ 組合員の所属所や地方公務員共済組合に提出する際に記載してください。 

 

【被扶養者を雇う事業主の記載欄】 

※４ 本証明書は、被扶養者認定及び被扶養者の資格確認において対象者の収入を確認する際の添付書類とし

て、組合員から組合員の所属所や共済組合に提出する書類となります。 

※５ 記載内容の確認に当たって、別途雇用契約書等の添付書類を求められる場合があります。 

事 業 所 所 在 地 
〒     －       

事 業 所 名 称  

事 業 主 氏 名  

電 話 番 号  

雇用契約により本来想定される年間収入 円 

人手不足による労働時間延長等が行われた期間 
令和   年   月 から   

令和   年   月 まで 

上 記 期 間 に お け る 当 事 業 所 で の 

労 働 に よ る 収 入 額 （ 実 績 額 ） 
円 
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　下記のとおり証明します。
記

１　対象者氏名

２　採用日:　　　　　年　　　月　　　日(　　　　　年　　　月　　　日に終了・終了予定)

３　勤務形態：常勤・パート・他（　　　　　　　　　　　　）

　　勤務日数、勤務時間：固定勤務制（１か月　　日、１日　　時間）・シフト制・他（　　　）

４　給　与：月給　　　　　　　円・日給　　　　　　円・時給　　　　　　円

　　交通費：無・有→(月額・日額　　　　　　　円)

　　諸手当：無・有→(支払日　　　　　種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

５　給与支給日：毎月　　　　日（　支払方法：　現金手渡・口座振込　）

　　　　　　※休日にあたるとき（　前日支払・当日支払・翌日支払　）

６　給与等の支給額（税金等控除前の総支給額で、交通費・諸手当を含みます。）

　　「恒常収入額」欄には、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的な業務量増加分を除いた金額を記入してください。

勤務
日数

支給額 恒常収入額
勤務
日数

支給額 恒常収入額
勤務
日数

支給額

年 月 日 円 円 年 月 日 円 円 年 月 日 円

円 円 円 円 円

　※　表は支払日が古い順に上から下へ記入してください。

　公立学校共済組合埼玉支部長　様

　令和　　　年　　　月　　　日
住 所
事業所名
代表者名
電話番号

　（問合せ先）公立学校共済組合埼玉支部　資格管理担当 TEL:048-830-6694

押印は必須ではあ
りません。なお、
内容確認のためこ
ちらから連絡をさ
せていただくこと
があります。

円

組合員氏名
組合員証番号

恒常収入額

円

給与支払月 給与支払月

所属所名
所属所コード

（様式第５号の５）

12か月の合計 12か月の合計 12か月の合計

事業主

給与等に関する証明書（一時的な収入変動あり）
※３、４については、確定している事項についてのみ
　記入してください。
※雇用契約書など労働条件の詳細を記した書類が
　ある場合は添付をお願いします（コピー可）。

⒜　証明日から直近１年間分の
　　支給額及び恒常収入額を記入

⒝　⒜の「恒常収入額」の合計金額
が130万円以上の場合には、さらに
遡って１年間分を記入

⒞　⒝の「恒常収入額」の合計金額
が130万円以上の場合には、さらに
遡って１年間分を記入

給与支払月

印

- 2 1-
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　下記のとおり証明します。
記

１　対象者氏名　福利　京子
２　採用日:　令和　3年　10月　20日(　　　　　年　　　月　　　日に終了・終了予定)

３　勤務形態：常勤・パート・他（　　　　　　　　　　　　）

　　勤務日数、勤務時間：固定勤務制（１か月　　日、１日　4時間）・シフト制・他（　　　）

４　給　与：月給　　　　　　　円・日給　　　　　　円・時給　1,100円

　　交通費：無・有→(月額・日額　　　　　円)
　　諸手当：無・有→(支払日　          種類　　          　　    　　　　　　　　)

５　給与支給日：毎月　　５　日（　支払方法：　現金手渡・口座振込　）

　　　　　　※休日にあたるとき（　前日支払・当日支払・翌日支払　）

６　給与等の支給額（税金等控除前の総支給額で、交通費・諸手当を含みます。）

　　「恒常収入額」欄には、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的な業務量増加分を除いた金額を記入してください。

勤務
日数

支給額 恒常収入額
勤務
日数

支給額 恒常収入額
勤務
日数

支給額

年 月 日 円 円 年 月 日 円 円 年 月 日 円

R5 7 21 108,400 92,400 R4 7 21 92,400 92,400

R5 8 22 113,800 96,800 R4 8 23 101,200 101,200

R5 9 21 113,800 92,400 R4 9 22 96,800 96,800

R6 10 22 113,800 96,800 R4 10 21 92,400 92,400

R6 11 22 103,000 96,800 R4 11 22 96,800 96,800

R6 12 21 119,200 92,400 R4 12 22 96,800 96,800

R6 1 23 103,000 101,200 R5 1 22 112,800 96,800

R6 2 21 119,200 92,400 R5 2 20 104,000 88,000

R6 3 21 113,800 92,400 R5 3 23 117,200 101,200

R6 4 22 108,400 96,800 R5 4 20 104,000 88,000

R6 5 23 119,200 101,200 R5 5 23 117,200 101,200

R6 6 20 108,400 88,000 R5 6 22 112,800 96,800

1,344,000円 1,139,600円 1,244,400円 1,148,400円 円

　※　表は支払日が古い順に上から下へ記入してください。

　公立学校共済組合埼玉支部長　様

　令和　6　年　7　月　20　日
住 所 さいたま市浦和区高砂3-◎-△
事業所名 株式会社　〇△◇
代表者名 代表取締役社長　共済　福男
電話番号 ０４８-***-****

　（問合せ先）公立学校共済組合埼玉支部　資格管理担当 TEL:048-830-6694

12か月の合計 12か月の合計 12か月の合計 円

押印は必須ではあ
りません。なお、
内容確認のためこ
ちらから連絡をさ
せていただくこと
があります。

事業主

円

⒜　証明日から直近１年間分の
　　支給額及び恒常収入額を記入

⒝　⒜の「恒常収入額」の合計金額
が130万円以上の場合には、さらに
遡って１年間分を記入

⒞　⒝の「恒常収入額」の合計金額
が130万円以上の場合には、さらに
遡って１年間分を記入

給与支払月 給与支払月 給与支払月 恒常収入額

給与等に関する証明書（一時的な収入変動あり）
※３、４については、確定している事項についてのみ
　記入してください。
※雇用契約書など労働条件の詳細を記した書類を添付して
ください（コピー可）。

（様式第５号の５）
所属所名 所属所名

所属所コード 組合員証番号

印

人手不足による労働時間延長
等に伴う一時的な収入変動分を
除いた額を記入。

記入例

- 22 -
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別紙４ 

 

 

別居被扶養者に係る認定取消申告書 

 

 公立学校共済組合埼玉支部長 様 

 

申告年月日    令和  年  月  日 

所 属 所 名 

氏    名                            

 

 下記のとおり、別居扶養の認定基準を満たさなくなりましたので申告します。  

 

記 

 

１ 認定基準を満たさなくなった理由（該当する理由番号に○をすること。） 
 

※ 

（１） 
認定対象者の収入が増額した。又は収入を得るようになった。 

（２） 

組合員の送金額が減少した。 

 ・組合員の送金額が、認定対象者の収入・組合員の送金額・他の者の 

  生活費負担額の合計額の３分の１以上でなくなった。 

（３） 組合員が送金をしなくなった。 

（４） 
他の送金者の送金額が増額した。 

 ・他の者の生活費負担額が組合員の送金額を上回った。 

（５） その他（                         ） 

 

２ 上記の事実が発生した日 

 

  平成・令和    年    月    日 

 

※ 上記１－（１）についてはその事実が分かる書類を添付すること。 

    例）被扶養者の年金額が増額した場合、その改定通知書の写し等 

 所 属 所 名 組 合 員 氏 名   

所属所コード 組 合 員 番 号  
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所属所名 

所属所コード 

 

     

同  意  書 

 

公立学校共済組合埼玉支部長 様 

 

私は、公立学校共済組合埼玉支部が 令和５年度の組合員被扶養者証の検認事務を処理 

するために限って、地方税関係情報を取得することに同意します。 

なお、本書の提出の際の事務処理に限っての同意であることを申し添えます。 

 

令和  年  月  日 

 

※ 組合員が自ら署名をしてください。 

組合員住所  
１月１日の 
住民票の市町村名 

組合員氏名   

 

※ 被扶養者の方についても同意する者が自ら署名をしてください。 

被扶養者住所  
１月１日の 
住民票の市町村名 

被扶養者氏名  続柄（   ）  

 

被扶養者住所  
１月１日の 
住民票の市町村名 

被扶養者氏名 続柄（   ）  

 

被扶養者住所  
１月１日の 
住民票の市町村名 

被扶養者氏名 続柄（   ）  

 

※ この様式は、被扶養者証の検認に係る審査事務に関して、共済組合がマイナンバーを

利用して市町村民税情報を照会することに同意する場合に提出してください。 

※ この同意書を提出することにより、所得証明書の提出を省略することができます。 

なお、照会の結果、収入状況が確認できなかった場合は、所得証明書の提出を求める場合

があります。 

組合員氏名 

組合員番号 
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所属所名 

所属所コード 

福利高等学校 

６ ０ A ９ ９ 

同  意  書 

 

公立学校共済組合埼玉支部長 様 

 

私は、公立学校共済組合埼玉支部が 令和５年度の組合員被扶養者証の検認事務を処理 

するために限って、地方税関係情報を取得することに同意します。 

なお、本書の提出の際の事務処理に限っての同意であることを申し添えます。 

 

令和 6年 6月 ８日 

 

※ 組合員が自ら署名をしてください。 

組合員住所 さいたま市浦和区高砂３－１４－２１ 
１月１日の 
住民票の市町村名 

組合員氏名 福利 昭男 さいたま市 

 

※ 被扶養者の方についても同意する者が自ら署名をしてください。 

被扶養者住所 さいたま市浦和区高砂３－１４－２１ 
１月１日の 
住民票の市町村名 

被扶養者氏名 福利 晶子          続柄（ 長女 ） さいたま市 

 

被扶養者住所  
１月１日の 
住民票の市町村名 

被扶養者氏名 続柄（   ）  

 

被扶養者住所  
１月１日の 
住民票の市町村名 

被扶養者氏名 続柄（   ）  

 

※ この様式は、被扶養者証の検認に係る審査事務に関して、共済組合がマイナンバーを

利用して市町村民税情報を照会することに同意する場合に提出してください。 

※ この同意書を提出することにより、所得証明書の提出を省略することができます。 

なお、照会の結果、収入状況が確認できなかった場合は、所得証明書の提出を求める場合

があります。 

 

組合員氏名 

組合員番号 

福利 昭男 

２ ３ ４ ２ ３ ４ 記入例 
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所 属 所 名  組 合 員 氏 名  

所属所コード  組 合 員 番 号  

  

  
 

扶養手当支給証明書 
 

 下記の職員に係る被扶養者について、当該市町村の給与等に関する条例等に基づ

き、扶養手当を支給していることを証明します。 

 

記 

１ 職員 

   所属所  

   氏 名  

 

２ 上記の職員に係る扶養手当該当者 

 氏 名 性別 続柄 生年月日 

１     

２     

３     

４     

５     

６     

 

 公立学校共済組合埼玉支部長 様 

 

 令和   年   月   日 

              市町村名 

              証明権者 

              職名・氏名                印 

              （市町村長、教育長、校長等） 

 

 
 この用紙は、公立学校共済組合の検認のため、市町村費教職員のうち扶養手

当を受給している場合に提出していただくものです。  
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